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平成 23 年６月２日 
各  位 

会 社 名   
代表者名  代表取締役社長 吉 田  康 

（コード：２２０８、東証第二部） 
問合せ先  常務取締役財務管理部長 山﨑 幸治 

（TEL ０２５７－２３－２３３３） 
 

第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 
 
 当社は、平成 23 年６月２日開催の取締役会において、以下のとおり、第三者割当による自己株式の

処分（以下「本第三者割当」又は「本自己株式処分」といい、本第三者割当及び本自己株式処分の対

象となる当社普通株式を「本株式」といいます。）を行うことについて決議しましたので、お知らせい

たします。 
 
１．処分の概要 
（１）処 分 期 日 平成 23 年６月 22 日 
（２）処 分 株 式 数 100,000 株 
（３）処 分 価 額 1 株につき 1,101 円 
（４）調 達 資 金 の 額 110,100,000 円 
（５）募集又は処分方法 第三者割当による処分 
（６）処 分 予 定 先 株式会社大光銀行 

（７）そ の 他
本自己株式処分は、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件として

おります。 
 
２．処分の目的及び理由 
 当社は、新潟県内の上越工場等の生産設備の増設・更新・修繕等に充当するための資金調達を行う

こと、及び、新潟県内の地方銀行との連携を強化することにより、当社の資金調達の選択肢の拡大、

新潟県における事業基盤の強化その他当社の事業の発展を図るとともに、より一層新潟県をはじめと

する周辺地域に貢献できる企業として成長することを目的として、本自己株式処分を行うことを決議

いたしました。 
 
３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 
（１）調達する資金の額 
①  払 込 金 額 の 総 額 110 百万円

②  処分に係る諸費用の概算額 1 百万円

③  差 引 手 取 概 算 額 109 百万円

 
（２）調達する資金の具体的な使途 

具体的な使途 金 額（百万円） 支出予定時期 
当社新潟県内の工場の生産設備の更新（修繕等）に

全額充当いたします。 109
平成 23 年９月～ 
平成 24 年３月 

※ 調達資金を実際に支出するまでは、株式会社大光銀行に開設する当社預金口座で管理いたします。 
  なお、同行口座で管理する調達資金に係る預金債権は、約定担保に供されておりません。 
 



2 

４．資金使途の合理性に関する考え方 
 生産設備の更新は、生産効率の向上、さらには品質向上に寄与するものであり、今後の当社の事業

運営に資するものであることから、合理性のあるものと考えております。 
 
５．処分条件等の合理性 
（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

処分価額につきましては、本自己株式処分に係る取締役会決議日（平成 23 年６月２日）の直前取

引日である平成 23 年６月１日から遡った１ヶ月間の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引

所」といいます。）市場第二部における当社普通株式の終値の単純平均値である１,101 円（端数切り

上げ、以下同じ。）としております。 
当社としては、特定の一時点を基準とするより、一定期間の平均株価という平準化された値を採用

する方が一時的な株価変動の影響など特殊要因を排除できるという意味で合理性を有すること、本

件においては、現在の当社の企業価値を適切に反映するという観点から特に長期にわたっての過去

の平均株価を参照する必要性が存在しないこと等を勘案し、取締役会決議日の直前取引日を基準と

した過去 1 ヶ月間の終値の平均値である 1,101 円が当社普通株式の適正な価格であると判断し、処

分予定先と協議のうえで決定しております。 
この処分価額は、取締役会決議日の直前取引日の当社普通株式の終値 1,090 円に対し、1.01％のプ

レミアム、当該直前取引日を基準とした過去６ヶ月間の当社普通株式の終値の単純平均値 1,019 円

に対し 8.05％のプレミアム、過去３ヶ月間の終値の単純平均値 1,062 円に対し 3.67％のプレミアム

となっております。 
なお、上記処分価額は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠した

ものであり、有利発行には該当しないものと判断しております。 
（２）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本自己株式処分による処分株式数は 100,000 株であり、当社の発行済株式総数（27,700,000 株）

に占める割合は 0.36%（小数点以下第三位を四捨五入）（本株式に係る議決権の数（100 個）が、平

成 23 年 3 月 31 日時点の総議決権数（22,743 個）に占める割合は 0.44%（小数点以下第三位を四捨

五入））であるため、株式の希薄化の程度及び流通市場への影響は軽微であると考えております。 
また、本自己株式処分は株式会社大光銀行との協力関係の構築を目的に行うものであることから、

当社の企業価値の向上に資するものと考えております。従って、本自己株式処分に係る処分数量及

び株式の希薄化規模は合理的であると考えております。 
 
６．処分予定先の選定理由等 
（１）処分予定先の概要 
（１）名 称 株式会社大光銀行 
（２）所 在 地 新潟県長岡市大手通一丁目５番地６ 
（３）代表者の役職・氏名 取締役頭取 古出 哲彦 

（４）事 業 内 容 
預金又は定期預金の受入れ、資金の貸付け又は手形の割引、為替取引

等 
（５）資 本 金 10,000 百万円 
（６）設 立 年 月 日 昭和 17 年 3 月 10 日 
（７）発 行 済 株 式 数 100,014,000 株 
（８）決 算 期 ３月 31 日 
（９）従 業 員 数 （連結）1,004 人（平成 22 年 12 月 31 日現在） 
（10）主 要 取 引 先 中小企業、個人等 
（11）主 要 取 引 銀 行 ― 
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日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 5.39％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4.99％
日新火災海上保険株式会社 2.59％
大光従業員持株会 2.57％
株式会社みずほコーポレート銀行 2.07％
第一生命保険株式会社 1.90％
株式会社東和銀行 1.47％
野村信託銀行株式会社（投信口） 1.44％
株式会社大東銀行 1.42％

（12）大株主及び持株比率 
（平成 22 年９月 30 日現在） 

明治安田生命保険相互会社 1.39％
（13）当事会社間の関係 

資 本 関 係 
当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。また、

当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社との間に

は、特筆すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 
当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、

当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社との間に

は、特筆すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 
当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありません。また、

当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社との間に

は、特筆すべき取引関係はありません。 

 

関連当事者への 
該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の

関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

（14）最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円。特記しているものを除く。） 
決算期 平成 21 年 3 月期 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 

連 結 純 資 産 54,553 61,911 61,241
連 結 総 資 産 1,258,331 1,275,824 1,301,070
1 株当たり連結純資産（円） 545.11 618.73 612.11
連 結 経 常 収 益 28,099 25,400 24,533
連 結 経 常 利 益 489 2,881 3,173
連 結 当 期 純 利 益 1,113 1,603 1,781
1 株当たり連結当期純利益（円） 11.17 16.09 17.87
1 株当たり配当金（円） 5.00 5.00 （予定）5.50

 
※ 当社は、株式会社大光銀行が、東京証券取引所の上場会社であって、会社の履歴、役員、主

要株主等について広く公表している企業であり、同行が企業行動規範を作成し、反社会的勢力と

一切関係を持たないことを宣言し役職員に徹底していることを、コーポレート・ガバナンスに関

する報告書（東京証券取引所）にて確認しており、同行は暴力若しくは威力を用い、又は詐欺そ

の他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体（以下

「特定団体等」といいます。）に該当せず、かつ、同行は特定団体等とは一切関係がないものと

判断しております。 

 また、株式会社大光銀行の子会社及び関連会社においても同様に、特定団体等に該当せず、か

つ、特定団体等とは一切関係がないものと判断しております。 
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（２）処分予定先を選定した理由 
当社において、新潟県内の地方銀行の中で現在までに取引のないのは株式会社大光銀行のみである

ところ、新たに同行との協力関係を構築することにより、当社の資金調達の選択肢の拡大、新潟県

における事業基盤の強化などが期待できるものと判断しております。また、同行株式は、平成 23 年

２月１日付で東京証券取引所の市場第一部銘柄に指定されており、同行が平成 22 年６月 25 日に提

出した有価証券報告書及び平成 23 年２月 14 日に提出した四半期報告書における貸借対照表及び損

益計算書から判断して、経営成績の見通しが良好であり、財務状態の健全性が維持されているもの

と認められることから、当社普通株式の割当先として優良であると判断したものです。 
 
（３）処分予定先の保有方針 

 当社は、株式会社大光銀行から、本第三者割当により株式会社大光銀行が取得する当社株式の保

有方針について、当社との協力関係構築の趣旨に鑑み、長期的に継続して保有する意向であること

を確認しております。 
また、当社は、株式会社大光銀行との間で、本第三者割当の処分期日である平成 23 年６月 22 日

から２年間において、株式会社大光銀行が本株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに、譲

渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価額、譲渡の理由、譲渡の方法等を、当

社に書面により報告すること、並びに、当社が当該報告内容等を東京証券取引所に報告し、当該報

告内容が公衆の縦覧に供されることに同意する旨の確約書を締結する予定であり、株式会社大光銀

行より、かかる確約書の締結につき内諾を得ております。 
 

 
７．処分後の大株主及び持株比率 

処分前（平成 23 年３月 31 日現在） 処分後 
財団法人吉田奨学財団        9.43％ 財団法人吉田奨学財団        9.43％ 
吉田興産株式会社          7.22％ 吉田興産株式会社          7.22％ 
ブルボン柏湧共栄会         4.88％ ブルボン柏湧共栄会         4.88％ 
吉田 和代             4.21％ 吉田 和代             4.21％ 
北日本興産株式会社         3.80％ 北日本興産株式会社         3.80％ 
株式会社第四銀行          3.50％ 株式会社第四銀行          3.50％ 
株式会社北越銀行          3.32％ 株式会社北越銀行          3.32％ 
吉田  康             2.89％ 吉田  康             2.89％ 
吉田 暁弘             2.78％ 吉田 暁弘             2.78％ 
大森 幸代             2.76％ 大森 幸代             2.76％ 
（注）①持株比率は、発行済株式総数に対する所有株式数の割合を記載しております。 
   ②平成 23 年 3 月 31 日現在の株主名簿を基準として記載しております。 
   ③当社の保有する自己株式は、上記表に含まれておりません。 
８．今後の見通し 
○ 企業行動規範上の手続に関する事項 
  本第三者割当は、①希釈化率が 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものでないことか

ら、東京証券取引所の定める上場規程第 432 条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思

確認手続は要しません。 
○ 支配株主との取引等に関する事項 
  該当事項はありません。 
○ 本第三者割当が当社の業績に与える影響 
  本第三者割当が当社業績に与える影響は軽微です。 



5 

 
９．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 
（１）最近３年間の業績（連結） 
 平成 21 年 3 月期 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 
連 結 売 上 高 101,309 百万円 102,179 百万円 102,429 百万円

連 結 営 業 利 益 3,553 百万円 3,766 百万円 3,036 百万円

連 結 経 常 利 益 3,368 百万円 3,585 百万円 2,917 百万円

連 結 当 期 純 利 益 402 百万円 1,559 百万円 1,039 百万円

1 株当たり連結当期純利益 20.80 円 71.67 円 43.09 円

1 株 当 た り 配 当 金 11.00 円 13.00 円 （予定）13.00 円

1 株 当 たり連 結純資 産 1,234.91 円 1,341.38 円 1,368.50 円

 
（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 23 年３月 31 日現在） 
 株 式 数 発行済株式数に対する比率 
発 行 済 株 式 数 27,700,000 株 100％ 
現時点の転換価額（行使価額）に 
お け る 潜 在 株 式 数 

該当事項はありません。 － 

下限値の転換価額（行使価額）に 
お け る 潜 在 株 式 数 

該当事項はありません。 － 

上限値の転換価額（行使価額）に 
お け る 潜 在 株 式 数 

該当事項はありません。 － 

 
（３）最近の株価の状況 
 ① 最近３年間の状況 
 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 平成 23 年３月期 

始  値 865 円 823 円 920 円

高  値 920 円 949 円 1,110 円

安  値 602 円 790 円 909 円

終  値 850 円 930 円 1,044 円

 
 ② 最近６か月間の状況 
 12 月 １月 ２月 ３月 ４月 5 月 

始  値 965 円 959 円 971 円 1,016 円 1,032 円 1,074 円

高  値 993 円 995 円 1,050 円 1,110 円 1,140 円 1,134 円

安  値 937 円 939 円 971 円 941 円 1,032 円 1,074 円

終  値 937 円 980 円 977 円 1,044 円 1,054 円 1,100 円

 
 ③ 発行決議日前営業日における株価 
 平成 23 年 6 月 1 日 

始  値 1,090 円

高  値 1,090 円

安  値 1,090 円

終  値 1,090 円
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（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 
 該当事項はありません。 

 
以上 

 
 


